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論 文 内 容 要 旨
1.課 題
現代 日本 の食糧消費 をめ ぐる動 向をみる と、一方では 「食 」の加工化、外 部化、 サー ビ
ス化が急速 に進展 し、 その下で食 品関連資 本が供給する豊富 な食材、 メニ ュー、サ ー ビス
を商 品 として購 入する傾 向が強 まっている。他方では以上の ような食糧消費 の 「社 会化」
の進展が、 食の安全性 や健康管理 ひいては心身両面 における子 供の成長 な どに対す る人々
の不安 をつの らせ、 その結果、 国民 諸階層 自らの手で主体 的に食糧消費 のあ り方を再構築
しようとす る実践的取 り組 みが展 開 されている。
本論文 の課 題は、 この ような相対 立する構造 を顕在化 させる に至 った食糧 消費構造 を、
「女性の就 業の増大」 という食糧消 費主体 の側(需 要サ イ ド)に おけ る変化 と 「食 品関連
資本 の成 長」 とい う加工食 品等 を生産 ・供給す る資本の側(供 給サ イ ド)に おける変化 に
注 目 しなが ら分析 し、 そのこ とを通 して主体的 な食糧消費へ の転換 を可能 にする条件 につ
い て明 らかにする ことである。加 えて、主体 的な食糧消 費の再構築 という 「消費生活過程」
における変革 を志向する取 り組 みが 「労働 過程」 におけ る変革 を促進す る契 機に もな りう
る とい う新 たな論点 を提示 したいb
H.研 究方法
上記 の課題 を明 らかにするために、 次の ような分析 をお こなった。 ①統計 及びアンケー
ト調査分析 により食糧消費 の動 向 を把 握 した。②主体的食糧清費の再構築 にかかわ る実践
的事例 について考察 した。③ 以上の分析に より、主体的 な食糧消費へ の転換 を可能 にす る
条件 お よび新たな論点 を提示 した。④ 食糧 消費 に関する従来の諸見解 を取 り上げ、本論文
で提示 した新 たな論 点が有する意義 について検討 した。
班.展 開
ユ.統 計 ・アンケー ト調査 に よる実証分析 とその結果
(1)食 糧消費の 「社会化」 の進展 を招いた食糧消費主体の側(需 要 サイ ド)の 変化 につ
いて分析 し、以下の結果 を得 た。
①核家 族化、 女性の就業の増 大 を伴いなが ら被雇用者(勤 労者)世 帯 が増 加 している。
② 農家世帯 にお ける核家族化 の進展 は勤労者世帯 に比べて顕著で ない ものの、全面 的兼
業化 の下で女性の就業の増 大は進展 している。
③ この結 果、 勤労者、農家世帯 ともに世帯単位 でみた労働時 間は増大 し、 生活時 聞は減
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少 し て い る 。
④ 世 帯 実 収 入 の 水 準 が 高 い ほ ど そ れ に 占 め る 妻 の 収 入 割 合 も 高 く な っ て い る 。
⑤ 家 計 の 食 料 費 に 占 め る 加 工 食 品 ・外 食 費 の 割 合 は 増 大 し て い る 。
⑥ 収 入 の 高 い 世 帯 は 相 対 的 に 「外 食 」 へ の 依 存 度 が 高 く、 低 い 世 帯 は 「加 工 食 品 」 へ の
依 存 度 が 高 い 。
以 上 の 分 析 か ら、 女 性 の 就 業 の 増 大 の 進 展 が 、 男 は 仕 事 、 女 は 家 事 と い っ た 性 別 分 業 の
解 体 を 招 き な が ら世 帯 と し て の 家 事 労 働 に 従 事 す る ゆ と り を 失 わ せ 、 「利 便 性 」 ・ 「簡 便
性 」 を'重視 し た 食 材 や サ ー ビ ス の 購 入 と い っ た 、 食 糧 消 費 の 「社 会 化 」 を 進 展 さ せ て い る
も の と考 え ら れ た 。 ま た 、 収 入 の 増 大 が こ う した 食 糧 消 費 の 「社 会 化 」 を 可 能 に す る と と
も に 、 収 入 の 高 低 に よ り 「社 会 化 」 の 内 容 も異 な る こ と が 判 明 し た 。
(2)食 糧 消 費 の 「社 会 化 」 を 招 い た 食 品 関 連 資 本 の 側(供 給 サ イ ド)の 変 化 に つ い て 分
析 し、 以 下 の 結 果 を 得 た 。
① 食 品 製 造 業 の 生 産 額 に 占 め る 加 工 食 品 の 割 合 が 増 大 し、・1985年 頃 か ら は 調 理 食 品 の ウ
ェ イ トが 高 ま っ て い る 。
② 外 食 産 業 の 市 場 規 模 も フ ァ ー ス ト ・フ ー ド店 、 フ ァ ミ リ ー レ ス ト ラ ン、 近 年 は ま た カ
ジ ュ ァ ル レ ス ト ラ ン、 デ ィ ナ ー レ ス ト ラ ン な ど 多 様 な 形 態 を 伴 い な、が ら急 増 し て い る 。
以 上 の よ う な 供 給 サ イ ドに お け る 変 化 が 、 需 要 サ イ ドあ 変 化 に 対 応 し た 食 糧 消 費 の 「社
会 化 」 を 可 能 に す る と と も に 、 膨 大 な広 告 宣 伝 活 動 に よ り食 品 関 連 資 本 自 ら の 戦 略 と して
食 糧 消 費 の 「社 会 化 」 を進 展 さ せ て い る も の と 考 え ら れ た 。
(3)主 体 的 な 食 糧 消 費 へ の 転 換 を 可 能 に す る 条 件 に つ い て 分 析 し 、 以 下 の 結 果 を 得 た 。
① 世 帯 単 位 で み た 生 活 時 間 は 減 少 し て い る も の の 、 就 労 者 個 々 に み た 場 合 の 生 活 時 聞 は
増 加 し、 週 休 二 日制 の 導 入 に よ り休 日 日 数 も増 加 し て い る 。
② 生 活 時 間 の 中 で 三 次 活 動(い わ ゆ る 余 暇 活 動)時 間 も増 加 し て い る 。
③ 核 家 族 化 が 進 展 し て い る 勤 労 者 世 帯 に お い て は 、 中 心 的 な 調 理 担 当 者 で あ る 妻 に 男 の
世 帯 主 が 協 同 ・協 力 す る と い っ た 関 係 が 拡 ま っ て い る 。
④ 加 工 ・調 理 食 品 な ど に 対 す る 食 品 添 加 物 の 指 定 品 目 数 が 増 え る 中 で 、 食 料 品 の 購 入 に
あ た っ て は 「栄 養 」 ・ 「安 全 」 ・ 「新 鮮 」 な ど を 重 視 す る 傾 向 が 強 ま っ て いーる 。
以 上 の 分 析 か ら、 諸 個 人 単 位 で み た 生 活 時 間 の 拡 大 に よ り、 こ れ ま で 性 別 分 業.と い う形
で 営 ま れ て き た 食 糧 消 費 に か かわ る 家 事 労 働 の 分 野 で 、 男 女 間 の 主 体 的 役 割 分 担 に 基 づ く
協 同 の 関 係 が 芽 生 え つ つ あ る こ と を 明 ち か に し た 。 こ の よう な 互 い に 労 働 者 で あ る と 同 時
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に生活者で もある世帯 を構成 する男女の新 しい協 同関係の創 出は、 「栄 養」 ・ 「安全」 ・
「新鮮」 とい った 「食」 の持 つ基本的価値 を重視す る傾 向 とも相 まって、 主体 的食糧消費
へ の転換 を可能 にす る条件にな りうるもの と考 え られた。
2.実 践事例の考察 とその結果
主体的 な食糧消費の再構 築に取 り組む実践的事例 について考察 し、以 下の結果 を得た。
① 「生活 クラブ生協」 の実践事 例か らは、専業主婦 を中心 した 「食 の主権」 を取 り戻す
活動の展 開が、 自分 たちの労力出資 による 「ワー カーズ ・コ レクテ ィブ」 を生み出す
まで に至 っているこ とを知 る ことがで きた。
② 「岩手県大東町の学校給食」 の実践事例か らは、 農業振 興 による 「地域 内自給」等 を
柱 として、子供 たちの身体 及び心の健康 を守 るこ とを目的 とす る 「産 直給食」への取
り組みを知るこ とが で きた。
以上の実践事例 に より、主体 的な食 糧消費への転換 を可能にす る条件が、家庭内のみな
らず女性 達 を中心 とした社会 的に拡がる協同の取 り組 み とい った形で も芽 生えつつある こ
とを明 らかに した。
IV.結 論
ヱ.実 証分析 の結果 と新 たな論点 の提示
主体 的な食糧消費 を可能 にす る条件 として家庭内及 び地域 社会 にお ける協 同の取 り組 み
が芽生えつつあるこ とを明らか に した。 その主た る推進役 は、労働 者で ある と同時に生活
者で もある という二重の性格 を一 身に体 現 した女性 で あった。 それ ゆえ、 ζう した 「消費
生活過程」 における共通の矛盾 に対抗す る社 会的 ・協 同的 な取 り組 み は、単 に 「消費生活
過程」 のみな らず 「労働過程」 における労働 のあ り方 に対 して も変 革 を迫 りうる必然性 を
内在 している ものと考 えられた。 したが って、 本論 文で は、 「労働 過程」 と 「消費 生活過
程」 との相互 関連性の形成 を 「生活過程」 として把 握 し、国民 的諸 階層 に拡がる 「消費生
活過程」 にお ける変革の条件の形成が、 「労働 過程」 の変革 を促進 する契機 にな りうると
い う新た な論点 を明 らか にした。 さらに、 こう した新た な論点 を提示 する ことの意義 につ
いて従来の研 究 と対比 した検 討 をお こない、 一定の結 論 を得 た。
2.従 来の研究 に対する新たな論点提示 の意義
① 従来の研 究では、食 糧消費 を含む労働者 の 「消費 生活過程」 は資 本の下 に組織化 され
た 「労働 過程」 に よって規 定 され る とされて きた。
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② しかも、夫が働 き妻が家事 をお こな うとい う性 別分業 を前提 として、 「労働過程」 と
「消費生活過程」 との分離 ・対立 は、 人格的に分離 されて取 り扱わ れて きた。
③ したが って、やや単純化 していえば、 「労働過程」 が 「消費 生活過程」 を規定 してい
る以上、 「消費生活過程」 にか かわる問題は 「労働過程」の変革 によらなければなら
ない、あ るいは、 「労働 過程」 さえ変革 され るな らそれに付 随 して 「消費 生活過程」
の問題 もおのず と解決す る、 とい う把握 が なされて きたσ
④以上の ような論調 の根拠 となっていたの は(イ)資 本 による 「労働過程」 の組織化が
同時 に労働 者階級 の組織 的変革行動 の条件 になるこ と、(ロ)そ れに対・して個 々ばら
ば らに分離 された私的 ・個別的 「消費 生活過程 」 は組織 的変 革の条件 を形成 しに くい
こ と、(ハ)「 労働過 程」 にお けるあ り方(長 期 間労働、昼夜交代制、労働強度)や
賃金水準がおのず と 「消費生活過程」 を規定す る とい う関係 が強かったこ と、等であ
る。
⑤ しか しなが ら今 日、女性の就業 の増大 によ り 「労働過 程」 と 「消費 生活過 程」 との分
離 ・対立が一つの人格 に担 われ る、 とい う傾向が強 まっている。
⑥労働者 と同時に生 活者で もある男女 間での主体 的な協 同の取 り組 みが、世帯員 それぞ
れの一人格における認識 を介 して、 「消費生活過程」 か ら 「労働過程」 に も波及 しう
る とい う関係が深 まってい る。
⑦食糧消費の 「社会化」 に伴 う 「消費生 活過程」 における共通 の矛盾 の発現 が、拡 く国
民 的諸階層 における社会 的 ・協 同的な取 り組み を促 す物質的根拠 になっている。
この ように 「労働過程」 と 「消費生 産過程 」 とが、 人格 的に も問題解決 を図る上で も、
相互 関連性 を強めている以上、従来の ような 「労働 過程」 に規定 された 「消費 生活過程」
とい う視点だけでは不 十分 であ るこ とを明 らか にした。 したが って、 「消費生活過程」が
「労働過程」 を規定 しうる関係が強 まってい るとい う新 たな論点 を提示 するこ とは、 「消
費生活過程」 における変革 の取 り組み を過小 評価 しない という意 味で も、 さ らには 「消費
生活過程」 と 「労働過程」 とにおけ る変革 の取 り組み を統 一的に把握す る とい う意味で も、
意義深い ことである と考 え られ た。
なお、国民的諸階層 それぞれ にお ける 「生活過程 」(「 労働過程」 と 「消費生活過程」
との相互関連性)を 捉 える こ とから一歩進 めて、 そ れ らを総体 的に把握す る 「社会的生活
過程」 とい う理論 フレーム を積極的 に提示 す る必要性 を見 い出 した。 これにつ いては、今
後深め るべ き研 究課題 としたい。1
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論 文 審 査 の 要 旨
本論文は,現 代における食糧消費構造に生 じている問題点 ・矛盾点を析出するとともに,食 糧
消費者による主体的な食糧消費構造の内容と,そ れを生み出す社会的条件を明らかにすることを
課題としたものである。
1,ま ず,食 糧消費の現状について,次 のように把握する。すなわち,一 方では,食 品関連資本
が供給する食料品(主 に,加 工 ・冷凍食品)の 増大にともない,「食」の社会化(加 工化 ・外部




まず,食 糧消費主体にみられる特徴として,① 食生活の場 となる家庭内の世帯構成の変化,
②労働従事の変化(女 性の就業拡大,個 別労働者の労働時間の短縮,生 活時間の延長,世 帯単
位における生活時間の短縮)③ 勤労者世帯における食糧費構成の変化(加 工食品 ・調理食品 ・
外食の拡大,生 鮮食品の減少),次 に食糧供給主体(食 品資本)に みられる特徴 として,① 食料
品(加 工 ・調理食品)の 出荷額の急増,② 外食産業(フ ァス ト・フー ド,フ ァミリー ・レス ト
ラン,カ ジュアル ・レス トラン,デ ィナー ・レス トラン等)の 市場拡大,な どが顕著に現れて
いることが確認された。
3.以 上の実証分析から得 られた特徴は,現 代における食糧消費構造の社会化とい う性格として
把握することができる。その意味は,「食」は本来,人 閲の健康 と発達を保障するものである
が,食 の社会化によって,そ の本来的意義が失われつつある,と いうことである。
4.食 の本来的意義を取 り戻す必然性が,そ の社会化の進展の中から芽生えつつある。その契機
は,① 女性の就業の拡大,② 世帯員間における一連の食行為の協同関係の形成,③ 社会的な運
動(生 協 ・産直等)を 通 して,食 の安全 ・新鮮 ・主体的食糧消費の追及の芽生え,等 として現
われる。
5.以 上の契機の拡大は,食 糧消費の主体的行為を取 り戻すと共に,そ れを通 して,勤 労者の労
働の主体性を取 り戻す作用をもひき起こす。
6.既 往の理論においては,資 本に規定される労働から食生活が規定 されるということが強調さ
れがちであっ牟が,本 論文では,食 の社会化の下で,本 来の食を取 り戻す行為が,本 来的な労
働を取 り戻す という関係をも創出するという新たな知見を提示 した。 これは,従 来の農業 ・食
糧経済学の水準を高める意義を持つものであり,本 論文が博士(農 学)の 授与に値する、と判断.
した。
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